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デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に 

関する法律の施行に伴う通知様式の改正について 

 

デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法律第 37 号）

が令和３年５月 19 日に公布され、下記第１のとおり、年金数理に関する業務に係る書類に

ついて、当該書類が適正な年金数理に基づいて作成されていることを年金数理人が確認する

場合、当該書類への年金数理人の押印及び署名を求めないこととすることとされた。これに

伴い、当職から発せられた通知については、年金数理人の押印及び署名を不要とする等、所

要の改正を行ったところである。 

ついては、改正の内容は下記のとおりであるので、その内容につき御了知いただくととも

に、実施に当たっては、関係者、関係団体等に対し、その周知徹底を図り遺漏のないよう配

慮されたい。 

 

記 

 

第１ デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律の内容 

（１） 国民年金法（昭和 34 年法律第 141 号）の一部改正 

国民年金基金又は国民年金基金連合会が厚生労働大臣に提出する年金数理に関する

業務に係る書類について、当該書類が適正な年金数理に基づいて作成されていることを

年金数理人が確認する場合、当該書類への年金数理人の押印及び署名を不要とするもの

とすること。 

（２） 確定給付企業年金法（平成 13 年法律第 50 号）の一部改正 

事業主等又は企業年金連合会が厚生労働大臣に提出する年金数理に関する業務に係

る書類について、当該書類が適正な年金数理に基づいて作成されていることを年金数理

人が確認する場合、当該書類への年金数理人の押印及び署名を不要とするものとするこ

と。 

（３） 公的年金制度の健全性及び信頼性の確保のための厚生年金保険法等の一部を改正す

る法律（平成 25 年法律第 63 号）の一部改正 

存続厚生年金基金又は存続連合会が厚生労働大臣に提出する年金数理に関する業務

に係る書類について、当該書類が適正な年金数理に基づいて作成されていることを年金

数理人が確認する場合、当該書類への年金数理人の押印及び署名を不要とするものとす

ること。 

 



 
第２ 通知の改正内容 

（１） 次に掲げる通知の様式中、「印」を削る。 

・厚生年金基金の解散等及び清算について（昭和 50 年２月 19 日年発第 236 号） 様式

第２号の２ 

・国民年金基金連合会における年金経理、事業経理給付確保会計及び共同運用会計並び

に確定拠出年金事業経理の決算事務の取扱いについて（平成４年８月４日年発第 3955

号） 様式第４号 

・国民年金基金の決算事務の取扱いについて（地域型基金用）（平成４年８月 27 日年発

第 4249 号） 様式第４号 

・国民年金基金の決算事務の取扱いについて（職能型基金用）（平成４年８月 27 日年発

第 4249 号の２） 様式第４号 

・国民年金基金における財政再計算に伴う掛金の計算に関する取扱いについて（平成６

年 12 月 22 日年発第 6383 号） 様式第２号 

・代行保険料率の算定に関する取扱いについて（平成７年３月 30 日年発第 1510 号）  

様式第２号 

（２） 次に掲げる通知の一部について、それぞれ次のように改正する。 

① 年金数理関係書類の年金数理人による確認等について（昭和 63 年８月 26 日年発第

2658 号） 

  ・別添１の新旧対照表のように改める。 

② 国民年金基金の事業運営について（平成３年７月 12 日年発第 4595 号） 

  ・別紙の一部を別添２の新旧対照表のように改める。 

③ 厚生年金基金の財政運営について（平成８年６月 27 日年発第 3321 号） 

  ・別紙の一部を別添３の新旧対照表のように改める。 

  ・様式①、様式①’及び様式⑮中「印」を削る。 

 

第３ 施行期日 

 この通知は、デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律の施行の日

（令和３年９月１日）から施行するものとすること。 

 

第４ 経過措置 

 改正前の様式（以下「旧様式」という。）により使用されている書類は、当該改正後の様

式によるものとみなすものとすること。 

また、旧様式による用紙については、合理的に必要と認められる範囲内で、当分の間、例

えば、手書きによる訂正等により、これを取り繕って使用することができるものとすること。 



 
○ 年金数理関係書類の年金数理人による確認等について（昭和 63 年８月 26 日年発第 2658 号） 

新旧対照表 

新 旧 

年金数理関係書類の年金数理人による確認等について 

 

 厚生年金保険法の一部を改正する法律の施行に伴い、標記についての運用を次のとおり定め

たので了知の上、貴管下厚生年金基金の指導に遺憾のないよう配慮されたい。 

 

第一 年金数理関係書類について 

厚生年金基金（以下「基金」という。）又は企業年金連合会（以下「連合会」という。）

が厚生労働大臣に提出する年金数理に関する書類であって、年金数理人が公的年金制度の健

全性及び信頼性の確保のための厚生年金保険法等の一部を改正する法律（平成二十五年法律

第六十三号。以下「平成二十五年改正法」という。）附則第五条第一項の規定によりなおそ

の効力を有するものとされた平成二十五年改正法第一条の規定による改正前の厚生年金保険

法第百七十六条の二第一項の規定による確認を行い、記名をしなければならないものとして

厚生労働省令で定める書類は次のとおりとされたこと。 

このうち、⑴～⑶、⑹、⑻、⑽、⑾及び⒀に掲げる書類については、年金数理人の所見が

付されていなければならないこと。 

⑴～⑶ （略） 

⑷ 基金又は連合会が解散したならば、平成二十五年改正法附則第八条（平成二十五年改正

法附則第七十二条において準用する場合を含む。）の規定により政府が徴収することとな

る額及びその算出の基礎を示した書類 

 

⑸～⒀ （略） 

  

第二 （略） 

 

第三 （略） 

年金数理関係書類の年金数理人による確認等について 

 

 厚生年金保険法の一部を改正する法律の施行に伴い、標記についての運用を次のとおり定め

たので了知の上、貴管下厚生年金基金の指導に遺憾のないよう配慮されたい。 

 

第一 年金数理関係書類について 

厚生年金基金（以下「基金」という。）又は企業年金連合会（以下「連合会」という。）

が厚生労働大臣に提出する年金数理に関する書類であって、年金数理人が厚生年金保険法

（以下「法」という。）第百七十六条の二第一項の規定による確認を行い、署名押印をしな

ければならないものとして厚生労働省令で定める書類は次のとおりとされたこと。 

 

 

 

このうち、⑴～⑶、⑹、⑻、⑽、⑾及び⒀に掲げる書類については、年金数理人の所見が

付されていなければならないこと。 

⑴～⑶ （略） 

⑷ 基金又は連合会が解散したならば、公的年金制度の健全性及び信頼性の確保のための厚

生年金保険法等の一部を改正する法律（平成二十五年法律第六三号）附則第八条（同法附

則第七十二条において準用する場合を含む。）の規定により政府が徴収することとなる額

及びその算出の基礎を示した書類 

⑸～⒀ （略） 

 

第二 （略） 

 

第三 （略） 

 

 
 

別添１ 



  

 
○ 国民年金基金の事業運営について（平成３年７月 12 日年発第 4595 号） 別紙 国民年金基金の事業運営基準 

新旧対照表 

新 旧 

第１～第９ （略） 

 

第 10 財務及び会計 

基金の財務については、適正な年金数理に基づく財政の安定性が要請されていることに

かんがみ、常にその財政状態を適確に把握し、必要に応じ適切な方法をもって健全化に努

める必要があること。また、会計の処理にあたっては、これを厳正に行うものであるこ

と。 

一～五 （略） 

六 適正な年金数理の確認 

基金は、年金数理に関する情報に係る書類であって国民年金基金規則（以下「基金規

則」という。）第 64 条で定めるものを厚生労働大臣に提出するときは、当該書類が適正な

年金数理に基づき作成されることについて、年金数理人の確認及び記名を求めなければな

らないこと。 

 

第 11 （略） 

 

別添 国民年金基金監事監査規定要綱 （略） 

 

第１～第９ （略） 

 

第 10 財務及び会計 

基金の財務については、適正な年金数理に基づく財政の安定性が要請されていることに

かんがみ、常にその財政状態を適確に把握し、必要に応じ適切な方法をもって健全化に努

める必要があること。また、会計の処理にあたっては、これを厳正に行うものであるこ

と。 

 一～五 （略） 

 六 適正な年金数理の確認 

基金は、年金数理に関する情報に係る書類であって国民年金基金規則（以下「基金規

則」という。）第 64 条で定めるものを厚生労働大臣に提出するときは、当該書類が適正な

年金数理に基づき作成されることについて、年金数理人の確認及び署名押印を求めなけれ

ばならないこと。 

 

第 11 （略） 

 

別添 国民年金基金監事監査規定要綱 （略） 

 
 

別添２ 



 
○ 厚生年金基金の財政運営について（平成８年６月 27 日年発第 3321 号） 別紙 厚生年金基金財政運営基準 

新旧対照表 

新 旧 

（目次） （略） 

 

第一、第二 （略） 

 

第三 

一～八 （略） 

九 年金数理人の確認 

（１） （略） 

（２）年金数理人の確認 

前記（１）に定める書類の提出にあたっては、当該書類が適正な年金数理に基づいて

作成されていることについて、別添２の様式一覧に定める様式により、年金数理人の確

認及び記名を得ることとし、基金規則第七十五条第二項に規定する年金数理人の所見を

添付すること。この場合、確認を求める年金数理人に対し、貸借対照表、損益計算書及

び附属明細書を参考資料として提示すること。 

 

第四 

一～五 （略） 

六 年金数理人の確認 

（１） （略） 

（２）年金数理人の確認 

前記（１）の各号に定める書類の提出にあたっては、当該書類が適正な年金数理に基

づいて作成されていることについて、別添２の様式一覧に定める様式により、年金数理

人の確認及び記名を得ることとし、基金規則第七十五条第二項に規定する年金数理人の

所見を添付すること。また、年金数理人自身が財政再計算を行った場合には、基金規則

第三十二条の二第三号の規定による所見と併せて記入することができること。 

七 （略） 

 

第五 

一、二 （略） 

三 年金数理人の確認等 

別途積立金を取りくずした場合、その内容は、年金経理における不足金に充当する場合

を除き、基金規則第四十八条第四項に規定する別途積立金の取りくずしの処分を示した書

類として、別添２の様式一覧に定める書類に記入すること。また、当該書類が適正な年金

数理に基づいて作成されていることについて、別添２の様式一覧に定める様式により、年

金数理人の確認及び記名を得ること。 

四、五 （略） 

 

（目次） （略） 

 

第一、第二 （略） 

 

第三 

一～八 （略） 

九 年金数理人の確認 

（１） （略） 

（２）年金数理人の確認 

前記（１）に定める書類の提出にあたっては、当該書類が適正な年金数理に基づいて

作成されていることについて、別添２の様式一覧に定める様式により、年金数理人の確

認及び署名押印を得ることとし、基金規則第七十五条第二項に規定する年金数理人の所

見を添付すること。この場合、確認を求める年金数理人に対し、貸借対照表、損益計算

書及び附属明細書を参考資料として提示すること。 

 

第四 

一～五 （略） 

六 年金数理人の確認 

（１） （略） 

（２）年金数理人の確認 

前記（１）の各号に定める書類の提出にあたっては、当該書類が適正な年金数理に基

づいて作成されていることについて、別添２の様式一覧に定める様式により、年金数理

人の確認及び署名押印を得ることとし、基金規則第七十五条第二項に規定する年金数理

人の所見を添付すること。また、年金数理人自身が財政再計算を行った場合には、基金

規則第三十二条の二第三号の規定による所見と併せて記入することができること。 

七 （略） 

 

第五 

一、二 （略） 

三 年金数理人の確認等 

別途積立金を取りくずした場合、その内容は、年金経理における不足金に充当する場合

を除き、基金規則第四十八条第四項に規定する別途積立金の取りくずしの処分を示した書

類として、別添２の様式一覧に定める書類に記入すること。また、当該書類が適正な年金

数理に基づいて作成されていることについて、別添２の様式一覧に定める様式により、年

金数理人の確認及び署名押印を得ること。 

四、五 （略） 

 

別添３ 



新 旧 

第六～第八 （略） 

 

第九 年金経理から業務経理への繰入れ 

一～五 （略） 

六 年金数理人の確認 

年金経理から業務経理への繰入れ計画は、基金規則第四十五条第二項に規定する繰入れ

の計画を示した書類として、別添２の様式一覧に定める様式に記入し、当該書類が適正な

年金数理に基づいて作成されていることについて、別添２の様式一覧に定める様式によ

り、年金数理人の確認及び記名を得ることとし、基金規則第七十五条第二項に規定する年

金数理人の所見を添付すること。 

七 （略） 

 

第十～第十三 （略） 

 

第十四 指定年金数理人 

基金は、その設立時に、当該基金の財政について次の各号に掲げる各業務を行う年金数理

人（以下「指定年金数理人」という。）を定め、当該指定年金数理人の氏名及び所属機関に

ついて、別添２の様式一覧に定める様式により厚生労働大臣に届け出ること。また、届出の

内容に変更があった場合には、速やかに、当該変更の内容を別添２の様式一覧に定める様式

により届け出ること。 

上記の内容は、前記第十三の（２）の財政診断を行う年金数理人の届出について準用す

る。この場合において、様式中「指定年金数理人」を「業務委託先に所属していない年金数

理人」と読み替えるものとする。 

ア 前記第三の九の（２）の確認及び記名並びに当該確認にあたっての所見の記載 

イ 前記第四の六の（２）の確認及び記名並びに当該確認にあたっての所見の記載 

ウ 前記第十三の（１）の財政診断及び（３）の意見書の作成 

 

第六～第八 （略） 

 

第九 年金経理から業務経理への繰入れ 

一～五 （略） 

六 年金数理人の確認 

年金経理から業務経理への繰入れ計画は、基金規則第四十五条第二項に規定する繰入れ

の計画を示した書類として、別添２の様式一覧に定める様式に記入し、当該書類が適正な

年金数理に基づいて作成されていることについて、別添２の様式一覧に定める様式によ

り、年金数理人の確認及び署名押印を得ることとし、基金規則第七十五条第二項に規定す

る年金数理人の所見を添付すること。 

七 （略） 

 

第十～第十三 （略） 

 

第十四 指定年金数理人 

基金は、その設立時に、当該基金の財政について次の各号に掲げる各業務を行う年金数理

人（以下「指定年金数理人」という。）を定め、当該指定年金数理人の氏名及び所属機関に

ついて、別添２の様式一覧に定める様式により厚生労働大臣に届け出ること。また、届出の

内容に変更があった場合には、速やかに、当該変更の内容を別添２の様式一覧に定める様式

により届け出ること。 

上記の内容は、前記第十三の（２）の財政診断を行う年金数理人の届出について準用す

る。この場合において、様式中「指定年金数理人」を「業務委託先に所属していない年金数

理人」と読み替えるものとする。 

ア 前記第三の九の（２）の確認及び署名押印並びに当該確認にあたっての所見の記載 

イ 前記第四の六の（２）の確認及び署名押印並びに当該確認にあたっての所見の記載 

ウ 前記第十三の（１）の財政診断及び（３）の意見書の作成 

 
 


